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要 旨
所属施設の形態の違いによる看護師長の経営意識と病院の経営実態について988名の看護師長
に量的調査を行った。その結果、設置主体の違いでは「平均在院日数短縮の意識」と「加算取得
の意識」で有意差があり、病床機能の違いでは「病床稼働率の意識」「平均在院日数短縮の意識」
「在宅復帰率の意識」が急性期病床と回復期病床で有意に高かった。病床規模では700床以上の規
模で経営意識が有意に高かった。経営実態では、設置主体で有意差がみられたのは急性期病床で
は、「材料費率は妥当」のみであったが、病床機能ではすべての項目で有意差がみられた。以上の
ことから設置主体の影響よりも病床機能の特徴によって経営意識は影響を受け、管理行動をとっ
ていることが考えられる。つまり、急性期病床と回復期病床では、入院診療報酬が増える経営意
識と行動をとり、慢性期病床ではコストが削減される経営意識と行動をとっていると考えられる。
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Abstract

Quantitative survey on 988 chief nurses were conducted about the difference in affiliated facility of the

management awareness and the hospital management status. As a result, in management awareness,

significant differences were seen in “awareness in reducing the average length of stay” and “awareness of

point acquisition,” according to the establishment. In addition, based on bed function, “awareness of bed

occupancy rate,” “awareness of reducing the average length of stay” and “awareness of home return rate”

were markedly higher for patients in acute and recovery phase beds. As for scale, establishments with 700

beds or more had significantly higher management awareness. In management status, significant differences

by establishment were seen only for “material cost rate,” whereas notable differences were seen for all items

under bed function. Based on the above, management awareness and subsequent actions are impacted more

by bed function rather than by establishment. In other words, in acute and recovery phase beds,

management awareness is raised and actions are taken to increase remuneration from hospitalization and

medical treatment. In chronic phase beds, management awareness is raised and actions are taken to reduce

costs.
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【諸 言】

2007年の看護師の病院経営意識の実態を調
査した結果１）では、全国の医療機関の経営
状況は７割が赤字であり、経営悪化の最大の
要因は、診療報酬改定、看護師の確保難と述
べられ、病院経営に関心がない看護師は６割
を占めていた。しかし2017年の急性期病院の
常勤看護師を対象に調べた「経営への関心」
では、看護師長よりもスタッフの方が高い結
果２）であり、看護職全員が経営に関心を向
ける環境に変わってきた。
2005年の堀３）の研究では、現行の医療法

人制度について、国公立・公的病院は「現行
のままでいい」という回答が６割を占め、一
方で個人・医療法人は「若干の手直しが必要」
「根本的な見直しが必要」と回答している割
合が高く、医療機関の開設主体によって意見
の相違があった。帝国データバンク４）の
2018年度の医療機関の倒産動向調査において
も、前年度比60％を超えて倒産しており、
2000年から2018年度までの倒産件数の合計は
626件であり、経営破綻への危機意識を持た
ざるをえない。
既存の研究では看護師の病院経営意識１）

は、経営意識が高かった項目は、勤務時間内
に看護業務が終了する努力意識と看護部の勤
務時間の規約を把握する意識であった。基本
属性別における比較では、年齢が36歳以上、
臨床経験年数、勤務年数が11年目以上、他病
院での就業経験のある者が経営意識が高いと
いう結果であった。
しかし佐藤５）は、病棟師長とスタッフの
間には、期待とともに相応の要求が存在して
いるため、病院経営と病棟管理の間に生じる
ジレンマの中で、病院全体という『全体最適』
の視点をもって、病棟経営に望んでいくマネ
ジメントの重要性を述べている。つまり属性
に応じた病院とスタッフ双方の期待にそうよ

うな経営センスが看護師長には求められる。
先行研究の第１報６）において病院の経営実
態と看護師長の経営意識の関連を明らかにし
た結果、その構造は看護が関連する８つの要
因の影響を受け、看護師長の経営意識は、病
院の経営に影響を及ぼしていた。しかし第１
報では所属施設の形態は考慮せず、看護師長
の経営意識と病院経営を構造化したことにと
どまっており、設置主体や病床の機能や病床
規模による特徴は明らかにしていない。本研
究では所属施設の形態の違いによる看護師長
の経営意識と病院経営について、その特徴を
明らかにする。

【目 的】

１．病床機能、病床規模、設置主体の違いに
よる看護師長の経営意識と経営実態を明ら
かにする。
２．看護が関連する要因が所属施設の形態に
及ぼす影響を明らかにする。

【研究の枠組み】

病床機能、病床規模、設置主体が、看護師
長の経営意識、看護が関連する要因、病院の
経営実態に何らかの影響を与えていると考
え、研究の枠組みを①所属施設の形態、②看
護師長の経営意識、③看護が関連する要因、
④病院の経営実態とした。
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図１ 研究の枠組み



【方 法】

１．研究対象者
本調査は1000人規模の全国調査。割り当て
標本抽出法により病院の規模と設置主体を層
化し、民間病院と公的病院の看護師長を選定
した。

２．データ収集方法と調査内容
質的帰納的方法で抽出した経営意識に関す
る要素をもとに、調査項目としてアンケート
を作成した。アンケートの項目６）は、１）対
象者の属性では、看護師長経験年数、看護管
理研修への参加、２）所属施設の形態では、
病床規模、設置主体、病床機能、３）看護師
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表１ 質問紙調査項目



長経営意識に関する８項目、４）経営実態に
関する５項目、５）看護が関連する要因38項
目の内容を調査した。測定尺度は５段階評定
法（「ほとんどそうでない」を「‐２」とし「か
なりそうである」を「２」とする）を用い、
分析時は「ほとんどそうでない」を「‐２点」
とし「かなりそうである」を「２点」、中間点
を「０点」とした。

３．分析方法
統計ソフトSPSS Ver．24.0を用い、基本統

計量、クラスカルウォリスリスＨ検定とボン
フェローニの多重比較、マンホイットニーの
Ｕ検定、ロジスティック回帰分析、重回帰分
析を行った。

４．倫理的配慮
高知大学医学部倫理委員会の承認（承認番号
27-114）を得たうえで、対象の施設責任者に研
究の趣旨を説明し、承諾を得て研究を開始した。
対象者には個人の自由意思を保証し研究に参
加できる配慮を行い、データ処理に関し対象
施設および個人のプライバシーを保護した。

【結 果】

378施設の責任者に依頼文書一式を郵送し、
承諾を得た133施設の研究協力者に調査用紙
1596通を配布した。調査期間は2015年12月１
日から2016年６月30日である。1596通のうち
988通（61.9％）から回答があり、不備のある

ものを除いた939通を有効回答（95.0％）とし
た。対象者の概要は、第１報６）で報告した。

１．設置主体の違いによる看護師長の経営意識
１）設置主体による経営意識の違い（表２）
民間病院（1.0）と公的病院（2.0）で、マ
ンホイットニーのＵ検定を行い、有意差が
みられた経営意識は「平均在院日数短縮の
意識」と「加算取得の意識」であった。
２）設置主体別の病床機能（表３）
民間病院363人の病床機能の内訳は、急
性期病床が188人（51.8％）、回復期病床が
18人（4.9％）、療養病床が85人（23.4％）、精
神病床が59人（16.3％）で、民間病院は急性
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表２ 設置主体と看護師長の経営意識

表３ 設置主体別の病床機能の内訳



期病床が５割であり、療養病床と精神病床
の所属が２割前後を占めていた。
公的病院の573人の病床機能は、急性期
病床が472人（82.4％）、回復期病床が16人
（2.8％）、療養病床が25人（4.3％）、精神病
床が19人（3.3％）で、８割の看護師長が、
急性期病床に所属していた。
３）設置主体別の「加算取得の意識」に影
響する看護が関連する要因（表４）
重回帰分析を行った結果、民間病院では

『看護加算の確認』の管理行動はβ=0.254
の強さで「加算取得の意識」に影響を与え
ていたが、公的病院では、『看護加算の確認』
がβ=0.354と民間よりも影響力が強かっ
た。『収益の説明』の管理行動では、民間病
院がβ=0.280（公的はβ=0.226）と公的よ
りも影響力が強かった。

２．病床機能の違いによる看護師長の経営意識
急性期病床（1.0）、回復期病床（2.0）、療養
病床（3.0）、精神病床（4.0）で、クラスカル
ウォリスＨ検定を行い、有意差がみられた経
営意識は「病床稼働率の意識」「平均在院日数

短縮の意識」「在宅復帰率の意識」と「加算取
得の意識」であった。ボンフェローニの多重
比較を行い、「病床稼働率の意識」は急性期病
床が療養病床や精神病床に比べて意識が高
かった。「平均在院日数短縮の意識」は、急性
期病床と回復期病床が療養病床に比べて意識
が高かった。「在宅復帰率の意識」は、急性期
病床と回復期病床が療養病床と精神病床に比
べて意識が高かった。「加算取得の意識」は多
重比較では有意差が見られなかった。（表５）

３．「平均在院日数短縮の意識」に影響する
病床機能と病床規模の影響確率（表６）
設置主体で違いがみられた「平均在院日数
短縮の意識」に関して、病床機能、病床規模
の影響について、多項ロジスティック回帰分
析を行った。従属変数を「病床機能」、因子を
「病床規模と設置主体」、共変量を「平均在院
日数短縮の意識」を入力し分析した。参照カ
テゴリを療養病床（3.0）に決めて、療養病床
とほかの機能を比べた結果、急性期病床
（1.0）はオッズ比が3.365である。回復期病床
（2.0）はオッズ比が2.363で、精神病床（4.0）
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表4-2）公的病院の「加算取得の意識」に影響する看護管理行動

表4-1）民間病院の「加算取得の意識」に影響する看護管理行動



は、オッズ比が1.357であった。病床規模の影
響は、病床機能が違っても影響はなかった。

４．「加算取得の意識」に影響する病床機能
と病床規模の影響確率（表７）
加算取得の意識に関して、病床機能、病床
規模の影響について、多項ロジスティック回
帰分析を行った。従属変数を「病床機能」、因
子を「病床規模と設置主体」、共変量を「加算
取得の意識」を入力し分析した。参照カテゴ
リを療養病床（3.0）に決めて、療養病床とほ
かの機能を比べた結果、急性期病床（1.0）と
精神病床（4.0）はオッズ比が有意ではなかっ
た。回復期病床（2.0）は療養病床よりもオッ
ズ比が1.693倍であった。病床規模の影響は
受けていない。

５．病床規模の違いによる看護師長の経営意識
300床以上499床規模（1.0）、500床以上699

床規模（2.0）、700床以上（3.0）で、クラスカ
ルウォリスＨ検定とボンフェローニの多重比
較を行い、「病床稼働率の意識」「平均在院日数
短縮の意識」「診療単価の意識」「材料費率の意
識」「加算取得の意識」「超過勤務時間の意識」
の６項目は、700床以上の規模が500床未満の
規模と比べて、経営意識が有意に高かった。
300床以上499床規模（急性期病床62.3％、
急性期以外の病床37.7％）と500床以上699床
規模（急性期病床77.1％、急性期以外の病床
22.9％）の間で有意差があったのは、「平均在
院日数短縮の意識」だけであった。
「在宅復帰率の意識」と「人件費率の意識」
は、病床規模に影響しなかった。（表８）
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表５ 病床機能の違いによる看護師長の経営意識
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表６ 「平均在院日数短縮の意識」に影響する病床機能と病床規模の影響確率

表７ 「加算取得の意識」に影響する病床機能と病床規模の影響確率



６．所属施設の形態の違いによる経営実態
１）設置主体の違いによる経営実態（表９）
看護師長939名の経営実態の認識に関し
て、マンホイットニーのＵ検定を行い、設
置主体によって認識に差があるかどうかを
分析した。その結果、公的病院は「入院診
療報酬が増える」「差額室料が増える」が有
意に高く、民間病院は「超過勤務時間数が
減少」「材料費率は妥当」が有意に高かっ
た。さらに急性期病床のみで勤務する660

名の看護師長に限定し、経営実態の認識を
比較したところ、設置主体による収入を増
やす経営実態を表す「入院診療報酬が増え
る」「差額室料が増える」に有意差はみら
れなかった。支出で有意差があったのは
「材料費率は妥当」の１項目で民間病院が
高かった。
２）病床機能の違いによる経営実態（表10）
クラスカルウォリスＨ検定とボンフェ
ローニの多重比較を行った結果、経営実態
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表8-1） 病床規模の違いによる看護師長の経営意識

表8-2） 病床規模と病床機能のクロス集計
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表9-2）設置主体の違いによる経営実態（急性期病床で働く看護師長660名）

表9-1）設置主体の違いによる経営実態（看護師長939名全体）

表10 病床機能の違いによる経営実態



の認識は、病床機能の違いによって、全て
の項目で有意差がみられた。「入院診療報
酬が増える」「差額室料が増える」は、急性
期病床が療養病床と精神病床に比べて有意
に高い。それに対し、急性期病床が有意に
低かった経営実態は、「超過勤務時間数が
減少」「材料費率は妥当」であった。

７．看護が関連する要因38項目が設置主体
に及ぼす影響の度合い（表11）
従属変数を設置主体、独立変数を看護が関
連する要因38項目とし、２項ロジスティック
回帰分析（変数増加法（尤度比））を行った。
看護師長の看護が関連する要因が設置主体
に及ぼす影響を比較した結果、38項目中10項
目（26.3％）において公的病院が民間病院よ
りも有意に高かった。影響の度合いは、オッ
ズ比が1.0を超えた項目は、CNSや認定を育成
（オッズ比1.421）、退院調整のシステム化
（オッズ比1.700）、栄養管理体制（オッズ比
1.322）、緊急入院受け入れ（オッズ比1.249）、
スタッフ全員数値目標（オッズ比1.552）だっ
た。公的病院は民間病院よりも、CNSや認定
を育成している確率が高く、退院調整や栄養
管理、緊急入院受け入れなどのシステムを整

える管理行動をとっている確率が高いと考え
られる。さらに目指す数値目標を決め、方向
性を打ち出しているのも公的病院が高かった。
それに対し、退職対策（オッズ比0.748）、医
薬品適正管理（オッズ比0.818）、病院と訪問
看護の連携（オッズ比0.755）、多職種協働
（オッズ比0.636）、退院患者数を増やす（オッ
ズ比0.806）はオッズ比が1.0未満であった。
つまり民間病院の方が退職対策に力を入れて
いる確率が高く、連携や協働など人的資源管
理に関する影響が強い。また物品管理の行動
も適切に行っていることや退院患者数が増え
ている確率は民間が高かった。

８．看護が関連する要因38項目が病床機能
に及ぼす影響の度合い（表12）
従属変数を病床機能、独立変数を看護が関

連する要因38項目とし、参照カテゴリを急性
期病床（1.0）に決め、多項ロジスティック回
帰分析（変数増加法（尤度比））を行った。
急性期病床と回復期病床間で、看護師長の
看護管理行動の影響力を比較した結果、有意
な項目は10項目であった。オッズ比が1.0を
超えて、回復期病床で影響の程度が強い項目
は、「患者家族行動変容サービス」「退院支援」
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表11 看護が関連する要因38項目が設置主体に及ぼす影響の度合い



「入院診療計画書の説明」「褥瘡対策」「収益の
説明」の５項目である。オッズ比が1.0未満
で、急性期病床で影響の程度が強い項目は、
「院外研修で育成」「在宅復帰促進の役割」「医
療安全管理体制」「診療報酬のしくみの理解」
「緊急入院受け入れ」の５項目であった。
急性期病床と療養病床間で、看護師長の看
護管理行動の影響力を比較した結果、有意な
項目は10項目であった。オッズ比が1.0を超
えて、療養病床で影響の程度が強いのは、「多
職種協働」「地域包括ケアの理解」である。
オッズ比が1.0未満で、急性期病床で影響の程

度が強いのは、「CNSや認定を育成」「在宅復
帰促進の役割」「退院調整のシステム化」「診
療報酬のしくみの理解」「看護必要度の見直
し」「緊急入院受け入れ」の６項目であった。
急性期病床と精神病床間で、看護師長の看
護管理行動の影響力を比較した結果、11項目
が有意であった。オッズ比が1.0を超えて、精
神病床で影響の程度が強いのは、「勤務時間
内の仕事管理」「病院と訪問看護の連携」「多
職種協働」「損益計算書の活用」の項目であ
る。オッズ比が1.0未満で、急性期病床で影響
の程度が強いのは、「CNSや認定を育成」「在
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表12 看護が関連する要因38項目が病床機能に及ぼす影響の度合い



宅復帰促進の役割」「退院調整のシステム化」
「看護必要度の見直し」「緊急入院受け入れ」
「新入院患者数増加」などの項目であった。

【考 察】

１．所属施設の形態の違いによる看護師長の
経営意識
１）設置主体の違い
公的病院が民間病院より平均在院日数短
縮や加算取得の意識（表２）が高くなった
原因は、急性期病床の占める割合の違い（表
３）であった。公的病院の急性期病床を占
める割合が８割に対して民間病院は５割で
あったため、その違いが影響した。つまり
「平均在院日数短縮の意識」が最も強く影
響する属性は設置主体ではなく、他の形態
が考えられた。
「加算取得の意識」については重回帰分
析の結果（表４）から、公的病院の看護師
長の特徴は「収益の説明」よりも「看護加
算の確認」を重視して加算漏れがない管理
行動を大事にしていたのに対し、民間病院
では「看護加算の確認」より「収益の説明」
を重視して、全体と部分のバランスをとり
ながら、スタッフを動かす管理行動を重視
されていると考えられた。
２）病床機能の違い
入退院の回転率が速くローテーションの
短い急性期病床では、①病床稼働率、②平
均在院日数、③在宅復帰率を常日頃意識し
て経営指標として活用しているため、意識
が高いと考えられる（表５）。回復期病床
に関しても有意差がみられないことから、
急性期同様に３つのデータを経営指標にし
ていると考えられる。しかし療養病床と精
神病床は、入院患者層が慢性期の状態であ
るため、病床稼働率や在院日数の変化も緩
やかで、退院に関しても急性期や回復期と

は診療報酬の条件が異なる。特に療養病床
は、急性期病床や回復期病床、さらに精神
病床の後方支援としても、在宅復帰が難し
い患者を引き受けるという特性から入院期
間も長く、平均在院日数短縮の意識は、オッ
ズ比（表６）を比べても他の病床機能より
も低い。精神病床においても社会的入院を
減らし、精神疾患患者の自立支援など社会
復帰が促進され、経営も問われる時代であ
る。現在の日本の精神保健福祉の状況は
「病院」から「施設」そして「地域社会」へ
とシフトしつつある７）。しかし現在まで
病院における退院に向けた治療的取り組み
とリハビリテーションの働きかけが不十分
であること、在宅ケア体制や家族に代わる
ソーシャルサポートシステムの整備が進ま
ないこと、精神障害者に対する社会の偏見
と無理解といった様々な問題が続いてい
る。療養病床や精神病床では、急性期や回
復期病床で働く看護師長とは異なる経営環
境で現場の判断や意思決定を行いながら経
営意識を培っていると考えられる。
３）病床規模の違い
700床以上の大規模病院の看護師長が８

項目中６項目（表８）で経営意識が高かっ
たのは、超急性期状態で病状変化の激しい
入院患者の管理を行っているため、患者層
に応じて重症度や緊急度に関連して超過勤
務、加算の取得、材料費の支出も影響を受
けていると考えられ、そのため病床稼働率
と平均在院日数だけを経営指標として意識
していても不十分であり、病棟管理を行う
上では、多面的な経営意識として６項目で
違いがみられたと考えられる。
「人件費率の意識」に関しては、病床機

能（表５）や病床規模（表８-１）でも有意
差がみられなかったのは、看護師長は看護
師の人件費に関して、ジレンマを抱えてい
るのではないかと考える。つまり病院とし
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ては人件費の支出を抑えたい方針だが、病
棟管理上医療サービスの質の担保やスタッ
フの超過勤務や離職予防のためには、看護
師数の確保も必要であり、属性に関係なく
看護師長の人事管理は解決が難しい認識と
考えられる。佐藤５）は、病院経営と病棟
管理の間にジレンマが潜む状況で、「病院
全体という『全体最適』の視点から、病棟
経営に望んでいくことを期待しています」
と述べていた。人件費に関しては看護師数
を減らして、コスト削減によって経営をよ
くすることを選ぶのか、必要な人員は投入
して人件費以上に収入を増やす戦略で全体
最適を目指すのか、看護師長が自部署をど
のように環境分析して看護管理の工夫を実
行できるかにかかっている。

２．所属施設の形態の違いによる経営実態
急性期病床の割合が８割を占めた公的病院
は、支出を減らすよりも収入を増やすことに
重きを置いて病院経営の実態（表9-1）を捉え
ていた。そこで急性期病床のみを取り出して
設置主体を比較（表9-2）したところ、「入院
診療報酬が増える」「差額室料が増える」に有
意差はみられなかった。支出に関しては有意
差があったのは「材料費率は妥当」のみで民
間病院が高かったため、民間病院は材料費の
支出を減らす努力をしていることが、経営実
態から読み取れた。
病床機能（表10）では、診療報酬による入
院基本料が在院日数の規定によって定められ
ており、「入院診療報酬が増える」経営実態が
有意に高い急性期病床は、療養病床や精神病
床に比べ、入院から退院までの患者管理をか
なり短期滞在で行う必要がある。医療ニーズ
と看護必要度の高い患者を抱え、100％の稼
働率と短期滞在で退院できるような医療サー
ビス提供のためには看護師の看護実践能力の
高さや看護介入の質が、入院診療報酬を左右

する考えのもと、人材育成にかける時間と限
られた教育資金の中で看護管理が行われてい
るのではないかと考える。
療養病床や精神病床の経営実態（表10）で
有意に高かったのは、「超過勤務時間数が減
少」であった。慢性疾患患者を抱える病床の
特徴は、合併症の予防や病状が悪化しない看
護や現状を維持する看護、看取りの看護が求
められる。入院診療報酬増収に関しては医師
の診療実績と、ベッドは後方支援病院として
予約入院で埋められ稼働率が確保される。在
院日数も在宅復帰率も緩やかであるため、看
護師の援助と経営との関連は、急性期病床と
は異なると考えられる。つまり超過勤務時間
数のコスト削減で経営に寄与する文化が経営
意識として醸成されている。

３．看護が関連する要因が所属施設の形態に
及ぼす影響
設置主体に及ぼす影響の度合い（表11）か
らは、公的病院では看護の質を高める専門看
護師の育成や加算がとれる認定看護師の活躍
が経営に有利な考えからか、人材育成の幅も
広く前向きである。民間では診療報酬上の必
要不可欠な人材育成にとどまり、優先される
のは離職予防のための退職対策など看護師確
保のコスト投入をせざるをえない施設の状況
がうかがえる。また労力の注ぎ方の違いか
ら、公的病院はシステムを整えることで看護
管理を行う傾向がみられるが、民間病院は他
部門との連携や協働する中で看護管理を行う
傾向がみられた。
病床機能に及ぼす影響の度合い（表12）か
らは、回復期で働く看護師長は、自分が個々
の患者に直接支援行動を実施している傾向に
対し、急性期で働く看護師長は、看護ケアや
緊急入院の対応など病棟の看護師がサービス
を提供しやすいように、部署の体制を整える
間接的な管理行動をとっていることが考えら
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れる。療養病床では、介護職員と看護師が協
力して患者ケアに関わるサービスを維持して
おり、そのような看護師数が少ない中で、療
養病床の看護師長の経営行動は、地域包括ケ
アに基づいた多職種協働と連携を大事にする
ことである。精神病床でも、同様に多職種協
働と連携によって社会的入院を減らし、患者
の社会復帰と自立支援を促進する経営行動に
よって損益計算書の活用が強化されている。
岡部ら８）は、病院経営の意識向上につな
がると考えていることとして「病院経営に関
心を持てる環境を作る」「自分の行動と経営
の関係を知り、そのつながりが実感できる」
「診療報酬の情報を誰にでもわかるように伝
える場を作る」「病院への愛着」を抽出してい
た。
部署の看護職には、病院経営に及ぼす影響
を仕事の中で実感してもらえる看護師長のか
かわりが問われており、新人看護師の段階か
ら経営に影響する看護実践の現任教育を意識
的に行うことは意味があると考える。

【結 論】

１．看護師長の経営意識は、設置主体では「平
均在院日数短縮の意識」と「加算取得の意
識」で有意差があり、病床機能では「病床
稼働率の意識」「平均在院日数短縮の意識」
「在宅復帰率の意識」が急性期と回復期病
床で有意に高かった。病床規模では、700
床以上の規模で「病床稼働率の意識」「平均
在院日数短縮の意識」「診療単価の意識」「材
料費率の意識」「加算取得の意識」「超過勤
務時間の意識」が有意に高かった。
２．設置主体の影響よりも病床機能や規模の
特徴によって経営意識は影響を受け、急性
期病床と回復期病床では、入院診療報酬が
増える経営意識と行動をとり、慢性期病床
ではコストが削減される経営意識と行動を

とっていると考えられる。
３．経営実態では、病床機能の違いにより「入
院診療報酬が増える」「差額室料が増える」
「人件費は妥当」「超過勤務時間数が減少」
「材料費率は妥当」で有意差がみられた。
そこで急性期病床で働く看護師長を対象に
設置主体による違いを見たところ、「材料
費率は妥当」のみで有意差がみられ、それ
以外の経営実態については違いはなかっ
た。

４．看護師長の経営意識は、所属施設の形態
や経営実態の影響を受けるため、病棟の環
境分析ができることと、日常の仕事で良い
取り組みになるように働きかけていくこと
である。
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